
【表紙】

【提出書類】 訂正有価証券届出書

【提出先】 関東財務局長殿

【提出日】 平成30年2月8日提出

【発行者名】 日興アセットマネジメント株式会社

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 柴田　拓美

【本店の所在の場所】 東京都港区赤坂九丁目７番１号

【事務連絡者氏名】 新屋敷　昇

【電話番号】 03-6447-6147

【届出の対象とした募集（売出）内国投資

信託受益証券に係るファンドの名称】

上場インデックスファンドＳ＆Ｐ日本新興株１００

【届出の対象とした募集（売出）内国投資

信託受益証券の金額】

10兆円を上限とします。

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

東京都中央区日本橋兜町２番１号
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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

平成29年10月 6日付をもって提出しました有価証券届出書（以下「原届出書」といいます。）において、繰上

償還および付随する約款変更（予定）に伴なう記載事項の一部に訂正事項がありますのでこれを訂正するた

め、本訂正届出書を提出します。

２【訂正の内容】

＜訂正前＞および＜訂正後＞に記載している下線部　　　は訂正部分を示し、＜更新後＞に記載している内容

は原届出書が更新されます。
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第一部【証券情報】

（７）【申込期間】

＜訂正前＞

平成29年10月 7日から平成30年10月 5日までとします。

・上記期間満了前に有価証券届出書を提出することによって更新されます。

＜訂正後＞

平成29年10月 7日から平成30年 2月 8日までとします。

※当ファンドは、繰上償還により平成30年 3月12日をもって信託期間が終了いたします。
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第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

（１）【ファンドの目的及び基本的性格】

＜更新後＞

③　ファンドの特色

※当ファンドは、平成30年3月8日に上場廃止となることが決定しております。

※東京証券取引所での最終売買日は、平成30年3月7日となります。
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（２）【ファンドの沿革】

＜更新後＞

平成20年 3月10日

・ファンドの信託契約締結、運用開始

平成20年３月11日

・ファンドの受益権を東京証券取引所へ上場

平成30年3月7日

・東京証券取引所での最終売買日（予定）

平成30年3月8日

・東京証券取引所での上場廃止（予定）

平成30年 3月12日

・繰上償還（予定）

第２【管理及び運営】

１【申込（販売）手続等】
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＜訂正前＞

（１）申込方法

（略）

＜訂正後＞

（１）申込方法

※当ファンドの取得申込は、平成30年2月9日以降、受け付けないこととします。

※当ファンドは、平成30年3月8日に上場廃止となることが決定しております。

（略）

 

＜訂正前＞

（２）申込みの受付

（略）

＜訂正後＞

（２）申込みの受付

（略）

※当ファンドは、繰上償還により平成30年 3月12日をもって信託期間が終了いたします。

２【換金（解約）手続等】

＜訂正前＞

（２）受益権と信託財産に属する株式との交換

①～⑨（略）

＜訂正後＞

（２）受益権と信託財産に属する株式との交換

※当ファンドの交換請求は、繰上償還に向けて現物株式の売却を開始いたしますので、平成30年2月9日

以降、受け付けないことといたします。

①～⑨（略）

３【資産管理等の概要】

（３）【信託期間】

＜訂正前＞

無期限とします（平成20年 3月10日設定）。ただし、約款の規定に基づき、信託契約を解約し、信託を

終了させることがあります。

＜訂正後＞

平成30年 3月12日までとします（平成20年 3月10日設定）。

※当ファンドは、繰上償還により平成30年 3月12日をもって信託期間が終了いたします。

（５）【その他】

＜更新後＞

①　信託の終了（繰上償還）
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１）委託会社は、次のいずれかの場合には、受託会社と合意の上、信託契約を解約し繰上償還させること

ができます。

イ）受益権の口数が300万口を下回ることとなった場合

ロ）繰上償還することが受益者のために有利であると認めるとき

ハ）やむを得ない事情が発生したとき

２）この場合、委託会社は書面による決議（以下「書面決議」といいます。）を行ないます。（後述の

「書面決議」をご覧ください。）

３）委託会社は、次のいずれかの場合には、後述の「書面決議」の規定は適用せず、信託契約を解約し繰

上償還させます。

イ）受益権を上場したすべての金融商品取引所において上場廃止となった場合

ロ）Ｓ＆Ｐ日本新興株100指数が廃止された場合

ハ）Ｓ＆Ｐ日本新興株100指数の計算方法の変更などに伴なって委託会社または受託会社が必要と認め

た信託約款の変更が、書面決議の結果、行なわれないこととなった場合

ニ）信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事情が生じている場合で、書面決議が困難な場合

ホ）監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたとき

ヘ）委託会社が監督官庁より登録の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止したとき（監

督官庁がこの信託契約に関する委託会社の業務を他の委託会社に引き継ぐことを命じたときは、

書面決議で可決された場合、存続します。）

ト）受託会社が委託会社の承諾を受けてその任務を辞任した場合またはその任務に違反するなどして

解任された場合に、委託会社が新受託会社を選任できないとき

４）繰上償還を行なう際には、委託会社は、その旨をあらかじめ監督官庁に届け出ます。

②　償還金について

※2018年3月9日より以下の通り変更する予定です。

原則として受託会社が、信託終了後40日以内の委託会社の指定する日に、受益者があらかじめ指定した

預金口座などに振り込みます。

③　信託約款の変更など

１）委託会社は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生したときは、受託

会社と合意の上、この信託約款を変更すること、または当ファンドと他のファンドとの併合（以下

「併合」といいます。）を行なうことができます。信託約款の変更または併合を行なう際には、委託

会社は、その旨および内容をあらかじめ監督官庁に届け出ます。

２）この変更事項のうち、その内容が重大なものまたは併合（受益者の利益に及ぼす影響が軽微なものを

除きます。）については、書面決議を行ないます。（後述の「書面決議」をご覧ください。）

３）委託会社は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款を変更しようとするときは、後述の「書面決

議」の規定を適用します。

④　書面決議

１）繰上償還、信託約款の重大な変更または併合に対して、委託会社は書面決議を行ないます。この場合

において、あらかじめ、書面決議の日ならびにその内容および理由などの事項を定め、決議の日の２

週間前までに知れている受益者に対し書面をもってこれらの事項を記載した書面決議の通知を発送し

ます。

２）受益者は受益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使することができます。なお、知れている

受益者が議決権を行使しないときは、書面決議について賛成するものとみなします。

３）書面決議は、議決権を行使することができる受益者の議決権の３分の２以上にあたる多数をもって行

ないます。

４）繰上償還、信託約款の重大な変更または併合に関する委託会社の提案に対して、すべての受益者が書

面または電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、書面決議を行ないません。

５）当ファンドにおいて併合の書面決議が可決された場合であっても、併合にかかる他のファンドにおい

て併合の書面決議が否決された場合は、当該他のファンドとの併合を行なうことはできません。

６）当ファンドの繰上償還、信託約款の重大な変更または併合を行なう場合には、書面決議において反対

した受益者は、受託会社に対し、自己の有する受益権を信託財産をもって買い取るべき旨を請求でき

ます。
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⑤　公告

公告は電子公告により行ない、委託会社のホームページに掲載します。

ホームページ アドレス　　http://www.nikkoam.com/

※なお、やむを得ない事由によって公告を電子公告によって行なうことができない場合には、公告は日

本経済新聞に掲載します。

⑥　運用報告書の作成

投資信託及び投資法人に関する法律により、運用報告書の作成・交付は行ないません。

⑦　関係法人との契約について

　　販売会社との募集の取扱いなどに関する契約の有効期間は契約日より１年間とします。ただし、期間満

了の３ヵ月前までに、販売会社、委託会社いずれからも別段の意思表示がないときは、自動的に１年間

延長されるものとし、以後も同様とします。

⑧　他の受益者の氏名などの開示の請求の制限

受益者は、委託会社または受託会社に対し、次に掲げる事項の開示の請求を行なうことはできません。

１．他の受益者の氏名または名称および住所

２．他の受益者が有する受益権の内容

４【受益者の権利等】

＜更新後＞

受益者の有する主な権利は次の通りです。

（１）収益分配金受領権

・名義登録手続きによって受益者を確定し、当該受益者に対して収益分配金の支払いを行ないます。当

ファンドの収益分配金は、計算期間終了日現在において、受託会社に名義登録している受益者に支払わ

れます。受益者は、取扱会社を経由して名義登録を行なうことができます。

・計算期間終了日現在において、氏名または名称および住所が受託会社に登録されている受益者は、ファ

ンドの収益分配金を登録されている受益権の口数に応じて受領する権利を有します。

・ただし、受益者が収益分配金について支払開始日から５年間請求を行なわない場合はその権利を失い、

その金銭は委託会社に帰属します。

（２）償還金受領権

※2018年3月9日より以下の通り変更する予定です。

・信託期間終了日現在において、氏名または名称および住所が受託会社に登録されている受益者は、ファ

ンドの償還金を登録されている受益権の口数に応じて受領する権利を有します。

・ただし、受益者が償還金について支払開始日から10年間請求を行なわない場合はその権利を失い、その

金銭は委託会社に帰属します。

（３）受益権と信託財産に属する株式との交換権

※当ファンドの交換請求は、繰上償還に向けて現物株式の売却を開始いたしますので、平成30年2月9日以

降、受け付けないことといたします。

・受益者は、一定口数以上の受益権をもって、その持分に相当する信託財産に属する株式と交換すること
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を請求できます。

※下記の規定は、2018年3月9日付で削除する予定です。

・ただし、受益者が信託の終了による株式の交換および買取りに係る金銭の返還について、信託終了日か

ら10年間請求を行なわない場合はその権利を失い、委託会社に帰属します。

（４）受益権の買取請求権

受益者が保有する受益権の口数の合計が、金融商品取引所の定める受益権の取引単位に満たない場合

は、販売会社に対して、受益権の買取りを請求することができます。

（５）帳簿閲覧権

受益者は、委託会社に対し、その営業時間内にファンドの信託財産に関する帳簿書類の閲覧を請求する

ことができます。

第４【内国投資信託受益証券事務の概要】

＜更新後＞

（１）名義書換

受益者は、委託会社がやむを得ない事情などにより受益証券を発行する場合を除き、無記名式受益証券

から記名式受益証券への変更の請求、記名式受益証券から無記名式受益証券への変更の請求を行なわな

いものとします。

（２）受益者に対する特典

該当事項はありません。

（３）譲渡制限の内容

①　譲渡制限はありません。

②　受益権の譲渡

・受益者は、その保有する受益権を譲渡する場合には、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載また

は記録されている振替口座簿に係る振替機関等に振替の申請をするものとします。

・前述の申請のある場合には、振替機関等は、当該譲渡に係る譲渡人の保有する受益権の口数の減少およ

び譲受人の保有する受益権の口数の増加につき、その備える振替口座簿に記載または記録するものとし

ます。ただし、振替機関等が振替先口座を開設したものでない場合には、譲受人の振替先口座を開設し

た他の振替機関等（当該他の振替機関等の上位機関を含みます。）に社債、株式等の振替に関する法律

の規定にしたがい、譲受人の振替先口座に受益権の口数の増加の記載または記録が行なわれるよう通知

するものとします。

・前述の振替について、委託会社は、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載または記録されている

振替口座簿に係る振替機関等と譲受人の振替先口座を開設した振替機関等が異なる場合などにおいて、

委託会社が必要と認めたときまたはやむを得ない事情があると判断したときは、振替停止日や振替停止

期間を設けることができます。

③　受益権の譲渡の対抗要件

受益権の譲渡は、振替口座簿への記載または記録によらなければ、委託会社および受託会社に対抗する

ことができません。

（４）受益証券の再発行

受益者は、委託会社がやむを得ない事情などにより受益証券を発行する場合を除き、受益証券の再発行

の請求を行なわないものとします。

（５）受益権の再分割

委託会社は、受託会社と協議のうえ、社債、株式等の振替に関する法律に定めるところにしたがい、一

定日現在の受益権を均等に再分割できるものとします。

（６）質権口記載または記録の受益権の取扱いについて

振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または記録されている受益権にかかる収益分配金の支払い、交

換請求の受付および交換株式の交付（信託終了時の交換等を含みます。）については、約款の規定によ

るほか、民法その他の法令などにしたがって取り扱われます。

※上記規定は、2018年3月9日より以下の通り変更する予定です。

振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または記録されている受益権にかかる収益分配金の支払い、交

換請求の受付、交換株式の交付および償還金の支払い等については、約款の規定によるほか、民法その

他の法令などにしたがって取り扱われます。
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